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1.　はじめに

公共工事は，国民生活及び経済活動の基盤とな
る社会資本を整備するものとして社会経済上重要
な意義を有しており，その品質は，現在及び将来
の国民のために確保されなければならない。ま
た，その担い手である建設産業は，我が国の経済
成長を牽引する「基幹産業」であるとともに，イ
ンフラの整備や防災・減災対策などを着実に実施
する上で，極めて大きな役割を担っており，国民
の安全・安心の確保を担う「地域の守り手」とし
て，新しい「令和」の時代においても，その使命
を果たしていく必要がある。

近年，全国的に自然災害が頻発している中で，
相次ぐ自然災害からの迅速かつ円滑な復旧・復興
のため，災害時の緊急対応の充実強化が急務とな
っている。また，建設業就業者の高齢化が進行し
ており，将来における公共工事の品質確保の担い
手を育成・確保することが喫緊の課題となってい
るところ，昨年，労働基準法の改正を含む「働き
方改革関連法」が成立したことも踏まえ，公共工
事等においても，長時間労働の是正や処遇の改善
といった働き方改革を促進することが急務となっ
ている。さらに，建設業及び公共工事の持続可能
性を確保するためには，働き方改革の促進と併せ

て生産性の向上を図る必要がある。併せて，公共
工事の品質確保を図る上では，測量，地質調査そ
の他の調査及び設計の品質確保が重要な役割を果
たしていることを踏まえる必要がある。

これらの状況を踏まえ，将来にわたる公共工事
の品質が確保されるとともに，その担い手の中長
期的な確保・育成が図られるよう，先の国会に議
員立法で「公共工事の品質確保の促進に関する法
律の一部を改正する法律案」が提出され，令和元
年 6 月 14 日に公布・施行された。これは，災害
時の緊急対応の充実強化，働き方改革への対応，
生産性向上への取組，調査・設計の品質確保等を
図るため，同じく先の国会に提出された「建設業
法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に
関する法律の一部を改正する法律」と併せた，

「新・担い手三法」の改正を行ったものである。
本稿では，改正品確法の概要について 4 つの観点
別に解説する。

2.　改正品確法の内容

⑴　災害時の緊急対応強化（第 3条，第 7条関係）
全国的に災害が頻発する中，災害からの迅速か

つ円滑な復旧・復興のため，災害時の緊急対応の
充実強化が急務とされていることを踏まえ，公共
工事等の発注者の責務として，以下が新たに規定
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された。
①　平常時から労災補償に必要な保険契約の保険

料等の予定価格への反映を行うとともに，災害
により通常の積算の方法によっては適正な予定
価格の算定が困難と認めるときその他必要があ
ると認めるときは，見積り徴収の活用等による
積算を行うことにより，適正な予定価格を定
め，できる限り速やかに契約を締結するよう努
めること

②　災害時においては，手続の透明性及び公正性
の確保に留意しつつ，災害応急対策又は緊急性
が高い災害復旧に関する工事等にあっては随意
契約を，その他の災害復旧に関する工事等にあ
っては指名競争入札を活用する等，緊急性に応
じた適切な入札及び契約の方法を選択するよう
努めること

③　あらかじめ建設業者団体その他の者との災害
応急対策又は災害復旧に関する工事等の実施に
関する協定の締結等に努めるとともに，発注者
間の連携を図るよう努めること

⑵　建設業の働き方改革の促進
①　公共工事等の発注者等の責務（第 7 条関係）

その工期によっては建設工事の適正な施工が通
常見込まれない請負契約の締結や，年度末におけ
る公共工事の過度の集中等を原因とする公共工事
の現場における長時間労働の是正を図るため，公
共工事等の発注者の責務として，以下が新たに規
定された。

1）　地域における公共工事等の実施の時期の平
準化を図るため，繰越明許費・債務負担行為
等の活用による翌年度にわたる工期等の設定
や，他の発注者との連携による中長期的な公
共工事等の発注の見通しの作成・公表などの
措置を講ずること

2）　公共工事等に従事する者の労働時間その他
の労働条件が適正に確保されるよう，公共工
事等に従事する者の休日，工事等の実施に必
要な準備期間，天候その他やむを得ない事由
により工事等の実施が困難であると見込まれ

る日数等を考慮し，適正な工期等を設定する
こと

3）　設計図書の変更に伴う工期等の変更によ
り，工期等が翌年度にわたることとなったと
きは，繰越明許費の活用等の必要な措置を適
切に講じること

②　公共工事等の受注者等の責務（第 8 条関係）
長時間労働の是正や建設業就業者等の処遇改善

を図るためには，公共工事の発注者のみならず，
公共工事の受注者や全ての下請業者が果たす役割
が大きいことを踏まえ，公共工事等を実施する者
の責務として，下請契約を締結するときは，下請
業者の技術者や技能労働者の賃金などの労働条
件，保険料等を的確に反映した適正な額の請負代
金の額など，適切な下請契約を締結しなければな
らないことが新たに規定された。

⑶　建設現場の生産性向上（第 3条，第 7条及び
第 8条関係）
公共工事の持続可能性を確保するためには，働

き方改革の促進と併せて，生産性の向上が不可欠
である。そのため，公共工事等の受発注者は情報
通信技術を活用し，公共工事等の実施の効率化に
努め，調査等，施工及び維持管理の各段階におい
て生産性の向上を図ることとされた。

⑷　調査 ･設計の品質確保（第 3条，第 7条，第
8条関係等）
公共工事の品質確保を図る上では，工事の施工

のみならず工事に関する調査等（測量，地質調査
その他の調査（点検及び診断を含む。）及び設計）
も，建設段階及び維持管理段階を通じた総合的な
コストの縮減と品質向上に寄与するなど重要な役
割を果たしている。そのため，「公共工事に関す
る調査等」が新たに広く品確法の対象として位置
付けられ，基本理念及び受発注者の責務等の各規
定の対象として追加された。

建設マネジメント技術　　2019 年 9 月号 9

建マネ1909_05_特集_1_三.indd   9 19/09/03   15:07



工事・業務における品質確保の促進，監督・検査の高度化特集 工事・業務における品質確保の促進，監督・検査の高度化

⑸　そ の 他
①　発注関係事務に関し援助を適切に行う能力を

有する者の活用（第 24 条関係）
公共工事の品質確保に当たっては，各発注者に

おける発注関係事務を適切に実施するための環境
整備が重要であるところ，技術者の不足等の理由
により，適正な工期設定等の発注関係事務を発注
者自らが適切に行うことが困難な場合が想定され
る。そのため，国及び都道府県は，発注関係事務
に関し助言その他の援助を適切に行う能力を有す
る者の活用等（事業促進 PPP，CM 方式等）の促
進に努めることとされた。

②　公共工事の目的物の適切な維持管理（第 3
条，第 7 条関係）
近年頻発する自然災害や社会資本の老朽化に的

確に対応し，国民の安全・安心を確保するととも
に，公共工事の目的物の中長期的な維持管理・更
新等を含めたトータルコストの縮減や予算の平準
化を図る観点から，公共工事の目的物に対する点
検，診断，維持，修繕等の維持管理が重要性を増
してきている。これを踏まえ，国，特殊法人等及
び地方公共団体は，公共工事の目的物の品質が将
来にわたり確保されるよう，維持管理の担い手の
中長期的な育成及び確保に配慮しつつ，当該目的
物について，適切に点検，診断，維持，修繕等を
実施するよう努めなければならないこととされ 
た。

3.　国会での審議

品確法の一部改正法案は，令和元年 5 月 24 日
に衆議院国土交通委員長提案により提出，衆議院
国土交通委員会において提案理由説明・審議が行
われ，同日に附帯決議と併せて全会一致で賛成が
決議され，同月 28 日の衆議院本会議において全
会一致で可決され，参議院に送付された。

参議院では令和元年 6 月 6 日に参議院国土交通
委員会において審議が行われ，同日に附帯決議と

併せて全会一致で賛成が決議され，同月 7 日の参
議院本会議において全会一致で可決，成立し，同
月 14 日に公布，即日施行された。

改正法案は，原案のとおり可決されたが，国及
び地方公共団体等の責務として，
①　災害対応に従事する地域の建設業者が将来に

わたり活躍できるよう，平常時から発注者の予
定価格の設定に当たっては，可能な限り最新の
単価設定や見積りを活用するとともに，災害時
には，見積りを積極的に活用し，その災害対応
等に必要な費用を反映した適正な価格となるよ
う努め，地域における発注関係事務が円滑に推
進されるよう発注者間の連携を強化すること

②　建設現場で働く技術者・技能者の労働時間そ
の他の労働条件が適正に確保されるよう，週休
2 日の確保等を含む適正な工期設定を推進する
こと

③　受注者側が計画的に施工体制を確保できるよ
う，各発注者が連携し，発注見通しを公表する
取組の更なる拡大を図るなど必要な措置を講ず
ること

④　建設現場における生産性向上を図るため，技
術開発の動向を踏まえ，情報通信技術や三次元
データの活用，新技術・新材料・新工法の導入
等を推進すること

⑤　公共工事に関する調査等に関しても，適正な
予定価格の設定，ダンピング受注の防止，適正
な履行期の設定，履行期限の平準化，災害時の
緊急対応の推進等に留意した発注がなされるよ
う必要な措置を講ずること

などが衆・参両院の附帯決議に盛り込まれており，
政府としてはこれらの点に留意し，その運用につ
いて遺漏のないよう取り組んでいく。
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4.　おわりに

品確法の一部改正法は本年 6 月 14 日に公布・
施行されたところである。

公共工事の担い手である建設業は，国民生活や
産業活動を支える根幹的な基盤である社会資本の
良質な整備を通じて，我が国の経済成長に貢献し
ていくという役割を担うとともに，近年多発して
いる災害からの迅速かつ円滑な復旧・復興や防
災・減災など，国民の安全・安心に寄与すること
も求められている。建設業が引き続きこうした使
命を果たしていく上での最大の課題は，全産業的

に生産年齢人口の減少が進む中での担い手確保で
ある。今後，公共工事の品質を将来にわたり確保
するとともに，その担い手の育成・確保を図るに
は，災害復旧工事等の迅速かつ円滑な実施のため
の体制整備や，長時間労働の是正・週休 2 日など
の建設業の働き方改革を強力に推進していくこと
が不可欠である。

まずは，改正品確法をはじめとする新・担い手
三法の円滑な施行を図りつつ，法改正の理念を現
場で実現するために，地方公共団体や業界団体等
の意見を聴き，基本方針や発注者共通の運用指針
を改正するなど，災害時の緊急対応の充実強化や
働き方改革の実現に向けたさらなる改善に取り組
んでいく。

公共工事の品質確保の促進に関する法律　R1改正時の概要 （令和元年 6月 7日成立　6月 14日施行）
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